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2015 年度介護報酬改定の見通し 
 

～2025 年の地域包括ケアシステムの構築に向けて～ 

 

 

 

 

  （要約） 

 

現在、厚生労働省において 2015 年度介護報酬改定の議論が精力的に行われ

ています。 

 

今月下旬か来月には、次回改定の基本的な考え方が取りまとめられます。 

そして、１月中下旬には改定案の諮問・答申が行われ、来年4月から介護報酬が

改定されます。 

 

気になる改定率ですが、消費税増税により影響されることになります。 

仮に 10％に引き上げられる場合には、増税分の一部は介護分野の充実に充て

られることになっていますので、介護報酬全体としてはプラス改定になると期待さ

れます。 

 

その一方で、厳しい財政状況や介護保険料負担増への配慮等から、かなり厳

しい改定率になることも予想されます。 

 

いずれにせよこれらは、介護事業者の経営状況、物価動向や政策の進捗状

況などを勘案して決定されます。 

 

本稿では、次回改定に関し、第2章介護保険を取り巻く状況、第3章介護保険

関係審議会等の最近の提言等、そして第 4 章で次回改定の見通しを事業区分ご

とに述べ、最後にこれらを踏まえて、事業戦略を考える上で考慮すべきことにつ

いて記述します。 
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